
▼
紙
面
学
習
シ
リ
ー
ズ
の
36
回
目
は
、

『
職
種
別
民
間
給
与
実
態
調
査
』
に
つ

い
て
で
す
。
「
何
そ
れ
？
」
と
思
わ
れ

た
方
、
本
機
関
紙
８
月
15
日
号
を
改
め

て
ご
確
認
く
だ
さ
い
。
８
月
７
日
に
出

た
人
事
院
勧
告
の
特
集
だ
っ
た
わ
け
で

す
が
、
そ
の
裏
面
で
「
官
民
給
与
比
較

に
お
け
る
比
較
企
業
規
模
が
50
人
以
上

か
ら
百
人
以
上
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
」

等
と
記
載
し
ま
し
た
。
こ
の
調
査
が

『
職
種
別
民
間
給
与
実
態
調
査
』
で

す
。
こ
の
調
査
に
基
づ
い
て
、
人
事
院

勧
告
や
人
事
委
員
会
勧
告
が
出
さ
れ
る 
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学習の強化と交流で組織を強化しよう！ 

シ
リ
ー
ズ

36
『
職
種
別
民
間
給
与
実
態
調
査
』 

「
民
間
給
与
実
態
調
査
」
の
実
施
内
容
を
把
握
し
、 

人
事
院
が
、
な
ぜ
比
較
企
業
規
模
を
百
人
以
上
に
引
き
上
げ

た

の

か

？

そ

の

理

由

を

確

認

し

よ

う

！ 

紙面学習 

当面の日程 
■9月18日（木） 

○13:30～県本部第9回単組代表者会
議（福島GP） 
 

■9月20日（土） 

○9:00～県本部現業評議会住民アピー
ル行動（会津若松市スマートシティ
AiCT ） 
 

■9月24日（水） 

○18:00～湯川村職労学習会（会津若
松市スマートシティAiCT ） 
 

■9月30日（火） 

○11:00～県支部各種共済担当役職員
会議（福島GP） 

わ
け
で
す
。 

▼
で
は
、
具
体
的
に
そ
の
調
査
方
法
等
を

確
認
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。
【
図
表
１
】

が
人
事
院
に
よ
る
本
年
の
調
査
の
概
要
で

す
。
調
査
期
間
は
４
月
～
６
月
に
か
け

て
、
調
査
対
象
は
「
50
人
以
上
」
と
な
っ

て
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
「
50
人
以
上
」
で

調
査
を
行
い
、
実
際
に
比
較
し
た
の
は
、

そ
の
内
「
百
人
以
上
」
の
事
業
所
の
結
果

と
い
う
こ
と
で
す
。
調
査
方
法
は
、
人
事

院
と
各
都
道
府
県
等
の
人
事
委
員
会
が
分

担
し
て
、
約
千
名
の
調
査
員
で
実
施
し
て 

い
る
と
い
う
こ
と
で
す
。 

【図表１】2025年調査の概要 
（2025年4月18日人事院による報道発表資料より） 

項 目 説 明 摘要 

調査期間 
2025年4月23日（水）～6月13 
日（金）の52日間（土日祝日を除い
た実日数は35日間） 

 

調査対象 
事業所 

企業規模50人以上で、事業所規模50
人以上の事業所 約11,900所 
（母集団事業所数 約59,200所）  

※ 

調査方法 

人事院と、47都道府県、20政令指定
都市、特別区及び和歌山市の69人事
委員会が分担して実施する。調査員
（約1,000人）による実地調査を基本
としつつ、必要に応じて対面によらな
い方法も活用する。  

 

調査の内容  

(1)事業所単位で行う調査事項 
 ア 賞与及び臨時給与の支給総額と 
  毎月きまって支給する給与の支給 
  総額 
  イ 本年の給与改定等の状況 
  ベース改定の状況、定期昇給の状 
  況、賞与の支給状況等 
  ウ 諸手当の支給状況 
  住宅手当の支給状況等、通勤手当 
  の支給状況 
  エ 高齢者雇用施策の状況 
  一定年齢到達時に常勤従業員の給 
  与を減額する仕組み等  

 

(2)従業員別に行う調査事項(調査職種  
 76職種) 
 ア ４月分初任給月額 
 イ ４月分所定内給与月額 
   役職、年齢、学歴等従業員の属 
  性、４月分のきまって支給する給 
  与総額とそのうちの時間外手当 
  額、通勤手当額  

 

【図表2】調査依頼内容 
（2025年4月18日人事院による報道発表資料より） 

説 明 

○本調査は、統計法に基づく政府統計（一般統計調査）です。 
○国家公務員の給与制度を所管する人事院と、地方公共団体の人
事委員会が分担し、実施しています。調査員は全員公務員です。 
○本調査の結果は、例年８月に国会及び内閣に対し行われている
人事院勧告並びに地方公共団体の人事委員会勧告の基礎資料とし
て活用されます。 

○公務員の給与は、本調査で得られた民間企業の方の給与額等を
基に決定されます。 

（よくある質問） 
Q：具体的に何を調査するのでしょうか？ 
A：個人別の４月の給与額、役職、年齢、最終学歴などをお伺い
します（個人名は不要です）。 
Q：調査はどのように進めるのでしょうか？ 
A：事業所への訪問やテレビ会議システムの利用などにより、調
査員が調査を実施いたします。具体的な調査方法については調査
員からご相談させていただきます。 
Q：調査対象となる事業所はどのように選ばれているのですか？ 
A：全国の企業規模５０人以上でかつ事業所規模５０人以上の事
業所を母集団とし、その中から地域、産業や企業規模等を用いて
グループ分けを行い、各グループから無作為に選ばれます。 

【図表３】比較対象企業規模変更 
（2025年8月7日 人事院勧告本文より） 

説 明 

 比較対象企業規模については、従前100人以
上としていたが、2006年に、より広く民間企業
の状況を公務員給与に反映させる観点から、50
人以上とする見直しを行った。  

 この比較対象企業規模について、最終提言で
は、公務全体の人材確保のため、少なくとも従前
の100人以上に戻すべきであるとされた。 

 2025年６月の閣議決定において、優秀な人材
の獲得及び定着のため、国家公務員の処遇の改善
を進めるとされた。 

 これらのことから、官民給与の比較のための対
象企業規模を引き上げることが適当であり、引上
げ後の企業規模については、過去の経緯及び民間
事業所全体の無期雇用者の過半をカバーできるこ
とから、100人以上とした。 
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機関紙の内容について職場の仲間と話し合おう！ 

 

編
集
後
記 

▼
本
文
か
ら
の
続
き
に
な
り
ま
す
が
、

比
較
対
象
事
業
所
規
模
を
給
与
抑
制
の

た
め
に
変
更
し
た
り
、
人
員
確
保
が
困

難
に
な
っ
た
の
で
戻
し
た
り
と
、
ま
っ

た
く
ひ
ど
い
話
で
す
。
さ
ら
に
は
公
務

員
は
民
間
の
よ
う
に
経
営
側
と
の
交

渉
・
ス
ト
ラ
イ
キ
で
賃
上
げ
を
勝
ち
取

る
こ
と
が
で
き
な
い
の
で
、
そ
の
代
償

措
置
と
し
て
人
事
院
勧
告
制
度
が
あ
る

の
に
、
こ
の
勧
告
す
ら
国
の
財
政
難
を

理
由
に
値
切
ら
れ
た
り
、
凍
結
さ
れ
た

り
し
た
経
過
も
あ
り
ま
す
。
今
後
、
各

単
組
に
お
い
て
も
、
財
政
難
を
理
由
に

し
た
値
切
り
攻
撃
を
受
け
る
か
も
し
れ

ま
せ
ん
が
、
ま
ず
は
当
局
の
経
営
責
任

を
追
及
す
べ
き
で
す
。 

 

（
坂
内
） 

 

次
に
【
図
表
２
】
で
す
が
、
各
事
業

所
に
要
請
す
る
際
の
資
料
に
な
り
ま

す
。
「
よ
く
あ
る
質
問
」
に
具
体
的
な

調
査
方
法
が
記
さ
れ
て
い
ま
す
。
調
査

員
が
実
際
に
事
業
所
を
訪
問
し
た
り
、

テ
レ
ビ
会
議
シ
ス
テ
ム
等
を
利
用
し
て

調
査
を
し
て
い
る
と
の
こ
と
で
す
。
ま

た
、
調
査
対
象
事
業
所
は
、
地
域
、
産

業
、
企
業
規
模
等
に
よ
る
グ
ル
ー
プ
分

け
を
行
い
、
各
グ
ル
ー
プ
か
ら
無
作
為 

に
選
ん
で
い
る
と
い
う
こ
と
で
す
。 

 

次
に
【
図
表
４
】
で
す
が
、
福
島
県

人
事
委
員
会
に
お
け
る
（
昨
年
の
）
調

査
内
容
で
す
。
事
業
所
規
模
50
人
以

上
の
対
象
事
業
所
数
は
８
６
６
で
、
こ

れ
を
15
の
グ
ル
ー
プ
に
分
け
て
、
１

７
４
の
事
業
所
を
無
作
為
抽

出
し
調
査
を
実
施
し
た
こ
と 

に
な
っ
て
い
ま
す
。 

総支部HP 

会津総支部ホーム
ページのトップペー
ジです。  

機関紙 

総支部機関紙のバッ
クナンバーは、こち
らから。 

▼
前
後
し
ま
す
が
、
表
面
の
【
図
表

３
】
で
す
。
比
較
対
象
企
業
（
事
業

所
）
規
模
を
「
百
人
以
上
」
に
戻
し
た

理
由
が
人
事
院
勧
告
本
文
に
記
さ
れ
て

い
ま
す
。
ま
ず
、
06
年
に
そ
れ
ま
で

の
「
百
人
以
上
」
を
「
50
人
以
上
」

に
見
直
し
た
わ
け
で
す
が
、
こ
の
年
か

ら
５
年
間
で
「
給
与
構
造
改
革
」
が
段

階
的
に
実
施
さ
れ
ま
し
た
。
具
体
的
に

は
①
民
間
賃
金
の
低
い
地
域
に
合
わ
せ

て
公
務
員
賃
金
を
４
・
８
％
削
減
し
、

民
間
賃
金
の
高
い
地
域
に
地
域
手
当 

（

12

％
を

18

％
に
拡
大
）
を
支
給 

し
、
地
域
間
格
差
を
つ
け
る
。 

②
そ
れ
ま
で
の
「
普
通
昇
給
１
号
」
を

四
分
割
し
て
（
人
事
評
価
制
度
に
よ

る
）
勤
務
実
績
に
応
じ
、
給
与
に
差
を 

つ
け
や
す
い
制
度
に
変
更
。 

と
い
う
よ
う
な
改
革
（
改
悪
）
で
し 

【図表4】福島県における民間給与実態調査 
（福島県人事委員会「2024年度実態調査結果詳細」より） 

た
（
詳
し
く
は
本
機
関
紙
４
３
２
号
を

ご
参
照
く
だ
さ
い
）
。
要
は
、
「
公
務

員
の
給
与
が
高
す
ぎ
る
」
と
の
批
判
を

受
け
て
、
給
与
構
造
を
改
悪
し
、
民
間

給
与
実
態
調
査
も
比
較
対
象
事
業
所
を

「
50
人
以
上
」
に
下
げ
て
、
調
査
結

果
が
で
き
る
だ
け
高
く
な
ら
な
い
よ
う

に
し
て
、
公
務
員
の
給
与
を
抑
え
よ
う 

と
し
た
わ
け
で
す
。 

▼
し
か
し
、
こ
れ
ら
の
改
悪
を
し
た
こ

と
に
よ
り
、
（
国
家
）
公
務
員
の
給
与

水
準
が
下
が
り
、
特
に
初
任
給
を
含
め

た
若
年
層
職
員
の
給
与
が
民
間
と
比
較

し
て
低
く
な
っ
て
し
ま
い
ま
し
た
。
こ

れ
が
要
因
と
な
っ
て
、
（
国
家
）
公
務

員
の
志
願
者
数
が
減
り
、
よ
り
良
い
処

遇
を
求
め
て
若
年
層
職
員
の
離
職
が
増

え
て
い
っ
た
わ
け
で
す
。 

▼
今
回
の
比
較
対
象
事
業
所
を
「
百

人
」
に
戻
し
た
の
は
、
何
と
か
し
て
処

遇
を
改
善
し
、
（
国
家
）
公
務
員
の
志

願
者
数
を
増
や
し
、
離
職
に
歯
止
め
を

か
け
た
い
と
の
政
府
・
人
事
院
の
思
い

が
あ
っ
て
の
こ
と
で
す
。
な
お
、
人
事

院
は
、
民
間
給
与
実
態
調
査
を
従
来
通

り
「
50
人
以
上
」
で
実
施
を
始
め
ま

し
た
が
、
今
年
３
月
の
人
事
行
政
諮
問

会
議
の
提
言
を
受
け
て
、
調
査
結
果
か

ら
「
百
人
以
上
」
の
デ
ー
タ
を
抽
出
し

て
改
定
作
業
を
進
め

る
と
し
て
い
ま
し 

た
。 

項 目 説 明 摘要 

調査内容等 

(1)調査の内容 
 ア 2024年8月から同年7月まで 
  の特別給の支給実績 
 イ 民間企業における給与改定の状 
  況等 
 ウ 2024年4月分として個々の従 
  業員に支払われた給与月額等 
 エ 2024年4月分の初任給の状況 
(2)調査期間 
 2024年4月22日（月）～同年6月 
 14日（金） 

 

調査の範囲等 

(1)調査対象事業所（母集団事業所） 
 全産業の企業規模50人以上で、か
つ、事業所規模50人以上の県内の民
間事業所 866事業所 
(2)標本事業所の抽出 
 母集団事業所を、組織、規模、産業
により15層に層化し、これらの層か
ら174事業所を無作為に抽出し調査を
行った。 
(3)調査対象従業員 
 雇用期間の定めのない従業員につい
て調査を行った。なお、臨時の従業員 
及び役員はすべて除外した。 
(4)集計 
 ア 調査実人員は、行政職相当職種 
  が5,576人（ 初任給関係343人 
  初任給関係以外5,233人） であ 
  り、その他の職種が456人（初任 
  給関係8人、初任給関係以外448 
  人） である。なお、初任給関係 
  以外の調査職種該当者の推定数は 
  41, 933人であり、このうち、行 
  政職相当職種は33,174人。 
 イ 総計及び平均の算出に際して 
  は、母集団に復元して行った。 

※ 


